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核融合出力 500 MW

Q (核融合出力／外部加熱パワー) ≥ 10

プラズマ燃焼時間 300-500 秒

プラズマ主半径 (R) 6.2 m

プラズマ副半径 (a) 2.0 m

プラズマ電流 (IP) 15 MA 

プラズマ体積 約840立方米

本体重量 1万8千トン

●意義
◇核融合エネルギーの実現の見通しを得る。

●技術目標
◇核融合出力と外部からの入力の比が１０以上の燃焼プラ

ズマを長時間（４００秒以上）生成する。
◇超伝導コイルや加熱装置などの核融合工学技術を統合し、

その有効性を実証する。
◇将来の核融合炉で必要なブランケットなどの機器試験。
◇環境・安全性の実証、等

●経緯・計画
1985年11月の米ソ首脳会談が発端
1988年～2001年7月 概念設計活動・工学設計活動を実施
2001年～2006月 政府間協議
2007年10月 ITER協定発効、ITER機構設立

●参加極
日本、ユーラトム、ロシア、米国、中国、韓国、インド

ITER本体概要図
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ＩＴＥＲ計画の概要
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年

最終報告書最終設計報告書

ITER

2001 2002 2003 2004 20062000

非公式
政府間協議

国内サイト評価

EDA

協議

2005

協定案
仮署名サイト共同評価（JASS）

調整技術活動
(CTA)

カナダ 日本、ＥＵ

各極サイト提案

工学設計活動
(EDA)

2007 2008

ITER協定の発効（10/24）

BA

米国、中国参加

韓国参加 インド参加

協定署名(11/21)
モスクワでの閣僚級会合で

サイトの国際合意

ITER移行措置（ITA）

国内
手続

暫定ITER機構発足

ITER建設

政府間協議

幅広いアプローチ

協定署名(2/5)

BA協定の発効（6/1）

日本の受諾書の寄託(5/29)

第1回ITER理事会
（11/27-28）

ITER機構設立（10/24）

第1回BA運営委員会
（6/21）

2009

ＩＴＥＲ計画の進展
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国内では、北海道苫小牧市、青森県六ヶ所村、茨城県那珂町(那珂市)
がＩＴＥＲサイトの候補地としてあがりました。

青森県六ヶ所村北海道苫小牧市

茨城県那珂町(那珂市)

日本のＩＴＥＲサイト候補地




